
長谷工グループの価値創造

財務の健全性を確保しつつ、
事業部門と一体になり、
積極的に利益向上と事業拡大を
目指してまいります。

産売上高が大きく伸長したことにより、初の1兆円超えを

達成し、利益についても増益の結果となっております。

　現在の事業環境の懸念点としては、資材価格高騰と事

業用地取得の激化です。資材価格高騰に対しては、当社は

マンションに特化していること、土地持込みによる特命受

注方式であることを最大限に活かし、資材の早期発注、大

量発注に努めています。また事業用地の取得に際しては、1

～2年先の販売を開始する段階でのマーケットを見据え

ながら、事業機会を損なうことなく、かつ財務健全性を毀

業績内容（2022年度）の総括

　2022年度のマンションの新規供給は首都圏、近畿圏と

もに減少に転じたものの、分譲単価は過去最高値であっ

た2021年度を上回り、2年連続で過去最高値を更新して

おります。一方で、建設業界においては、資材・労務費の高

騰、建設技能労働者の減少、働き方改革への対応、脱炭素

社会への取り組み等、多くの課題を抱えております。この

ような中、中期経営計画「HASEKO Next Stage Plan(NS

計画)」の3年目となる2022年度の連結業績は、主に不動

損することがないよう、バランスを取りながら進めていま

す。

中期経営計画「HASEKO Next Stage Plan（NS計画）」

の進捗

■ 一層の利益拡大のために　

　2025年3月期を最終年度とするNS計画においては

2025年3月期経常利益1,000億円、連結子会社経常利益

300億円以上、ならびに5期合計連結経常利益4,000億円

を数値目標として掲げており、3年目が終了した時点にお

いては順調に推移していると考えています。

　これらの数値目標の達成・さらなる利益拡大のために

不可欠なのが、サービス関連事業における利益向上です。

既存の住宅関連を中心とするサービス関連事業は、今後

より一層の成長が期待される事業でありますが、建設関

連事業に比べて労働集約的で利益水準や一人当たり生

産性が低いのが課題です。当社はここ数年、建設現場を

優先にDX導入を進めておりましたが、これからのNS計

画残り2ヵ年では、サービス関連事業の業務改革に向け

たDX投資を強化して参ります。

■ 投資計画と財務戦略　

　当社はNS計画の中で、5年間で2,400億円の投資枠

を設定し、国内分譲事業の地方都市を含めたエリア拡

大のための事業用地の取得、海外不動産プロジェクト

への参画再開など、今後の収益化へ向けた戦略的先行

投資は着実に進んでおります。また、主に不動産投資に

あたっては資本コストを意識した取得基準も設ける

等、最終的な連結財務諸表でのROEやROAを意識した

運営を行っております。

　振り返れば当社の歴史の中で、会社存続が危ぶまれ

る時期もありました。その苦難を大きな教訓とした上

で当社では、健全なリスクテイクを積極的に図りなが

ら外部からの資金調達を加えつつ、財務部門と事業部

門が両輪となって事業拡大を目指していくことを基本

方針としています。不動産に係るリスクは常に念頭に

置き、資産の種類毎に異なるリスクに対し適切なキャ

ピタルアロケーションとレバレッジを設定・管理する

ことで、過度に保守的になることなく、積極的な事業投

資と健全な財務基盤の両立を図りながら、事業部門と

一体になってNS計画の完遂を目指してまいります。

株主還元基本方針

　2022年5月に当社は、株主様への利益還元の姿勢をよ

り明確にし、充実させるため、1株当たり年間配当金の下

限を70円から80円に10円引き上げました。また、NS計画

内5期合計の親会社株主に帰属する当期純利益に対し

て、総還元性向40%程度とすることを同じく株主還元基

本方針としています。NS計画の着実な遂行を通じて安

定的な配当を継続するための配当原資をしっかりと確保

しながら、機動的な自己株式の取得も選択肢として、株主

還元の充実に努めてまいります。

取締役副社長執行役員　財務・経理・IR管掌

楢󠄀岡　祥之

１株当たり年間配当金

中期経営計画の株主還元方針
　①1株当たり年間配当金の下限を70円と設定 ➡︎ 2022/3期から下限を80円に変更
　②5期合計の親会社株主に帰属する当期純利益に対して、総還元性向40％程度と設定

中期経営計画の財務戦略・株主還元
①強固な財務基盤を維持しつつ、成長戦略投資の加速と株主還元の拡充
②安定的な配当の継続実施。加えて、自己株式の取得は、経営環境、成長投資機会、当社株価水準や資本効率
　向上等を踏まえ柔軟に対応

有利子負債と自己資本の推移

有利子負債 自己資本
■借入金 ■社債 （億円） ●D/Eレシオ（%） ■自己資本（億円） ●自己資本比率（%）

1,818
1,452 1,232

1,673
1,333 1,167 1,204

1,523

2,680

3,915

1,818
1,452 1,473 1,133 967 904

1,223
1,780

2,715
100

200
200 200 300

300

900

1,2003,118

2,218

900

1,132

0.90
0.56

0.33 0.39
0.68

0.860.75

1.22

1.60

0.86

0.39

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2022年度2021年度

31.3
37.7

47.5
41.4

37.938.6

26.124.7
30.2

43.0
48.5

1,136 1,193 1,438
1,849

2,378
2,960

3,670 3,877 3,944
4,541

4,177

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2022年度2021年度

■中間配当 
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